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高次脳機能障がいでお身体が不自
由になった方はリハビリテーショ
ンを経て、社会復帰をめざします。
その中には、運転の再開を希望さ
れる方もいます。しかし、運転を
再開できるかどうかの明確な基準
は存在せず、担当の医師や作業療
法士の方々がその判断に苦慮して
いるという現状があります。特に、
公共交通機関が十分に整備されて
いない地域では、回復後にクルマ
を運転できるかどうかは日常生活
を送る上で重要な問題です。
Honda はこうした問題を解決す

るため、長年培ってきたドライビ
ングシミュレーターの技術を活用
して、リハビリ中の方の運転に対
する評価や訓練を支援するための
「リハビリテーション向け運転能
力評価サポートソフト（以下、サ
ポートソフト）（P23 参照）を開
発しました。2012 年の発売以来、
多くの病棟施設がサポートソフト
を導入。実車による実技訓練に移
行できるかどうかの判断材料とし
て、従来の机上検査に加え、サポー
トソフトによる検査も取り入れら
れるようになったのです。

その後、サポートソフトを導入し
た病棟施設が共通の課題を解決す
るために連携するというケースも
生まれています。四国地域は移動
手段としての自家用車の依存度が
全国平均より高いこともあり、病
棟施設においてクルマの運転復帰
に向けた相談も増加していまし
た。Honda は徳島県、香川県、愛
媛県、高知県、淡路島（兵庫県）
で患者の運転復帰支援に積極的な
病棟施設に横断的な連携を呼びか
け、「四国運転リハプロジェクト
（以下、プロジェクト）」を 2014
年 11 月に立ち上げたのです。
プロジェクトのメンバーは、作業
療法士や社会福祉士として患者の
社会復帰を支援している方々で、
リハビリ加療中の方の運転復帰へ
の可能性を少しでも拡げたいとい
う共通の想いがありました。メン
バーが所属している病棟施設では
障がいをお持ちの方の運転能力の
評価方法として、机上検査とサ
ポートソフトを組み合わせていま
す。しかし、すべての病棟施設に
サポートソフトが導入されている
わけではなく、評価方法も改善の
余地がありました。プロジェク
トでは運転能力の評価方法を確立
し、それを四国 4県にとどまらず
全国の病棟施設に普及させること
を目標としたのです。

運転する喜びを
再び感じていただくために
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Honda は「Safety for Everyone ～すべての人の安全をめざして」と
いう考えのもと、お身体が不自由な方の安全な移動手段の確保のた
め、自動車運転能力評価のためのソフトや安全運転プログラムを開
発し、提供してきました。そして、脳卒中などにより高次脳機能障
がいとなった方が回復後に運転復帰する際のプロセスの構築も支援
しています。こうした取組みに力を入れているのは、運転復帰を希
望するお身体が不自由な方を支援することで、自らクルマを操り、
自由に移動できる喜びを再び感じていただきたいという想いがある
からです。

安全運転教育で培ったノウハウを
福祉領域に活かす

Hondaの呼びかけで
四国 4県の病棟施設
が連携

「運転能力評価サポートソフト」は、Honda セーフティナビ（簡易型四輪ドライ
ビングシミュレーター）のリハビリテーション向けソフトを使用
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プロジェクトのメンバーは地域性
や施設の規模に関係なく、病棟施
設の中で運転能力を評価できる手
法を模索しました。そして、導き
出されたのが停止車両評価。文字
通り、停止状態のクルマを活用し
て運転に必要とされる能力を評価
するものです。これは、プロジェ
クトに協力していた Honda のス
タッフが発した「止まっているク
ルマを使えば、駐車場一台分のス
ペースで何かできるのではない
か」という一言がきっかけでした。
この時は、メンバー全員が「動か
ないクルマで一体何がわかるのだ
ろう」と思ったそうです。
停止状態の車両で何が評価できる
のかを検討してみると、クルマへ
の自力での乗降、適切な運転姿勢

と姿勢保持、ハンドルやブレーキ
の操作力といった身体機能だけで
なく、視野や距離感覚、位置感覚
などの高次脳機能を評価できるこ
とがわかってきました。そして、
実際に運転復帰をめざす方に停止
車両評価を体験してもらうなど検
証を進めると、シミュレーター以
上に評価結果に対する納得性が高
く、その妥当性が確認できました。
停止車両評価はクルマを一台用意
できれば、どの病院でも実施可能
です。プロジェクトでは普及に向
けて評価方法などを詳しく解説し
たマニュアル「自動車運転再開ガ
イドブック」の作成を進めていま
す。
プロジェクトリーダーを務めた徳
島健祥会福祉専門学校の岩佐英志

運転能力を評価するための新たな手法を確立する

【四国運転リハプロジェクトの主要メンバー】

◉プロジェクトリーダー
徳島健祥会福祉専門学校
（一社）徳島県作業療法士会会長
岩佐英志さん（写真前列中央）

◉副リーダー
近森リハビリテーション病院
矢野勇介さん（写真前列右）

◉総合リハビリテーション伊予病院
楠哲郎さん（写真後列左から 2番目）

評価項目や判断基準について、議論が重ねられた

さんは、1つの病院が単独で他の
病院に声をかけるというのはな
かなか難しいことだといいます。
「Honda が私たちを結びつけてく
れたことによって、プロジェクト
を実現できました。また、クルマ
や運転のプロとしての視点で様々
なアドバイスをもらえたので議
論がより深まりました。医療関係
者だけでは、ここまでの成果を生
み出すことはできませんでした。」
こうしたプロジェクトの活動が
きっかけとなり、（一社）日本作
業療法士協会では来年度から同協
会内に自動車運転支援委員会の立
ち上げを決定しました。運転復帰
を支援するための輪は、四国から
全国へと拡がろうとしています。

◉かがわ総合リハビリテーション事業団
大野香織さん（写真後列右から 2番目）
上川毅さん（写真前列左）

◉伊月病院
山下旭さん（写真後列右）

◉洲本伊月病院
坂本敏行さん（写真後列左）

四国運転リハプロジェクトが考案した停止車両評価
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机上検査やサポートソフト、停止
車両評価によって一定の評価が得
られると、実車走行に移行します。
Honda はサポートソフトと合わせ
て、「自操安全運転プログラム（以
下、自操プログラム）」を 2012 年
に開発しました。これは実車での
評価・訓練をサポートすることを
目的としており、実車による体験
を重ねることで、運転基礎感覚（方
向・速度・車両・位置・距離・直
進）と運転基本操作（走る・曲がる・
止まる）を確認できるのが特色で
す。
自操プログラムは全国 7 ヵ所に
ある Honda の交通教育センター
で展開していますが、受講を希望

今後、高齢化が進むことでデイケ
アセンターなどの福祉施設への送
迎サービスを利用する方が増える
ことが予想されます。Honda は送
迎中の交通事故を予防し、利用者
の安全で安心な移動を確保するた
め、送迎運転者向けの「移送安全
運転プログラム（以下、移送プロ
グラム）を 2013 年に開発しまし
た。送迎サービスの利用者の中に
は健常者なら気にならない加速や
減速でも自分で身体を支えきれな
いことがあるため、アクセルワー
クやブレーキングへの配慮が必要
になってきます。移送プログラム
は安全運転のスキルを身につける
だけでなく、利用者をはじめ他の
クルマや歩行者に対する思いやり
や配慮の大切さを送迎運転者に理
解してもらうことを目的としてい
ます。
この移送プログラムも Honda の
交通教育センターで提供していま

すが、送迎サービスを提供する団
体等に移送プログラムを活用して
もらうことで、送迎運転者への安
全運転教育の場と機会の拡大を
図っています。
群馬県では、群馬県住民参加型在
宅福祉サービス団体連絡会が県内
各地で「福祉サービス送迎運転者
講習会」を開催しています。同連
絡会では、受講者から座学に加え
実践的な内容を求める声が高まっ
たため、移送プログラム導入を決
めました。平成 28 年度は実技演
習を取り入れた講習会を 2回開催
する計画になっています。山形県
で「福祉・介護施設のための施設
送迎運転者勉強会」を展開してい
るやまがた福祉移動サービスネッ
トワークも、今年度から移送プロ
グラムを導入。それまでは座学だ
けの勉強会でしたが、実技演習も
できるようになりました。
このように、Honda のはたらきか
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自動車教習所にも普及している自操安全
運転プログラム

自操プログラムのノウハウを自動車教習
所に提供

群馬県の福祉サービス送迎運転者講習会

自動車教習所で実車での評価・訓練ができるように

送迎運転者へ実技による教育を普及させる

する方が利用しやすいのは近隣
の自動車教習所です。そのため、
Honda は自動車教習所への自操プ
ログラムのノウハウ提供を開始し
ました。既に弘前モータースクー
ル、青森モータースクール、八戸
モータースクール、浪岡モーター
スクール（いずれも青森県）、津
嘉山自動車学校（沖縄県）が導入。
これらの自動車教習所では、運転
復帰を希望される方へのサポート
体制を充実させるために、Honda
からのノウハウ提供を受けまし
た。来年以降も、岩手県、群馬県、
長野県、広島県、熊本県の自動車
教習所への導入を予定しており
「場」と「機会」を広げていきます。

けによって、送迎運転者の安全意
識を高めるためには実技による安
全運転教育が必要だという認識が
浸透しつつあります。自操プログ
ラム同様、来年以降はさらに多く
の地域で活用される予定です。

今後も、Honda は病棟施設や自動
車教習所、福祉団体への支援を通
じ、一人でも多くの方に喜んでい
ただける安全運転活動を続けてい
きたいと考えています。
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